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（万㎡） ＜国立大学法人等の経年別保有面積＞
老朽施設

性能維持改修済

改修済み（経年25年以上）

 社会的要請への対応
・「知と人材の集積拠点」としての役割が拡大
・成長分野を牽引する人材育成・研究の基盤となる
施設が必要

・共創拠点としての施設機能の高度化が必須

 近年の状況
・資材価格や人件費の高騰により整備量が目減り
・補正予算に依存したいびつな構造
・中長期的な計画に基づく計画的整備が困難

骨太の方針2026（抄）
大学改革を進めるとともに、大学における研究活動を安定的、継続的に支え
る国立大学法人運営費交付金や科研費の大幅な拡充を図ることや、施設
の計画的整備への着実な支援、(略)など、基礎研究を含めた科学技
術研究の基盤を強化(略)

日本成長戦略（抄）
 ４．人材育成
ⅱ）「成長分野」を牽引する科学技術人材・クリエイティブ人材の育成
また、 (略)基盤的経費と多様な競争的研究費の充実・強化を図るほか、
産学官金が活躍する共創拠点としての国立大学法人等の
機能を強化する。

ⅲ）「人材力」の基盤となる環境整備
(略)ＡＸ時代に向けた教育・研究環境の整備（※）を進める(略)
※ (略) 、創造的な学習環境・教材・研究施設・設備の計画的
な整備。

安全面 老朽化による事故発生が頻発
機能面 スペース不足、教育研究機能の低下
経営面 エネルギーロス等による財政負担の増大

国立大学・高専等施設の整備
現状・課題

①耐災害性の強化（国土強靱化）
 耐震対策・防災機能強化、老朽改善、ライフラインの
計画的な更新

③高等専門学校施設の高度化・魅力化
実践的・創造的技術者を育成する高専施設の老朽改善・
防災機能強化と併せた共創環境の整備

②イノベーション拠点の強化等（成長分野の牽引）
安全確保と併せた人材育成、先端研究、グローバル化等
に貢献する施設整備、附属病院の再生

老朽化と機能劣化が著しい校舎 安全･安心な教育研究環境の確保 体育館をリノベーションしたコワーキング
スペース、スタートアップ創出拠点

劣化配管の漏水による断水

実験室の大部屋化により最先端かつ
フレキシブルな実験研究環境を実現

図書館とICT施設を統合。柔軟なスペース
利用等による教育環境向上を実現

機能が陳腐化し、交流スペース等や
学習スペースが不足する学生寮

令和８年５月１日時点

築25年以上の
建物面積の

約半数が老朽化

国立大学等施設の目指す方向性
「第6次国立大学法人等施設整備5か年計画（令和8～12年度）」より

人材力の基盤となる
共創拠点※の実装化

地域の
防災拠点の実現

産学官金等の共創により、
地域課題の解決と新産業
創出を推進

安全確保・教育研究活動継続
のための耐災害性強化
病院・避難所としての防災機能強化

令和9年度要求・要望額 1,828億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 927億円

（前年度予算額 364億円）
令和7年度補正予算額 802億円

国立大学法人等には社会的な課題に対応する「知と人材の集積拠点」としての役割が求められている中、築25年以上の建物面積の約半数が老朽化。
昭和40～50年代に整備した膨大な施設の更新時期が到来し、安全面、 機能面、経営面への課題対応が急務となっている。

 「第6次国立大学法人等施設整備5か年計画」に基づき、人材力の基盤となる国立大学法人等施設につ
いて、戦略的なリノベーション等を基本としたキャンパス全体のイノベーション・ コモンズ（共創拠点）の実
装化と、耐災害性等の強化による地域の防災拠点の実現を目指す。

 予見可能性のある事業として、物価高騰を踏まえた上で当初予算による計画的な支援の実現及び必要な
整備量の確保を目指す。

 安全・安心の確保とともに、成長分野の研究開発や科学技術人材等の育成を実現する施設整備を推進

事業内容

（担当：大臣官房文教施設企画・防災部計画課）
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